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和歌山地方最低賃金審議会専門部会運営規程 

（規程の目的） 

第１条 この規程は、和歌山地方最低賃金審議会に設置する専門部会の議事に関し、最

低賃金法及び最低賃金審議会令並びに和歌山地方最低賃金審議会運営規程に定める

もののほか、必要な事項について定めるものである。  

（会議の招集） 

第２条 専門部会の会議（以下｢会議｣という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、

和歌山労働局長（以下｢局長｣という。）又は３人以上の委員から開催の請求があった

とき、部会長が招集する。ただし、第１回会議は局長が招集する。 

２ 前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議事 

項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、部会長に通知しなければ

ならない。 

３ 部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、少なく

とも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に通知

するものとする。 

（委員の欠席） 

第３条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を部会

長に適当な方法で通知するものとする。 

２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ部会長に

適当な方法で通知するものとする。 

（会議における発言） 

第４条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるものとする。 

３ 専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を

聴くことができる。 

（会議の公開） 

第５条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保

護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害され

るおそれがある場合又は率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が損なわれるお

それがある場合には、部会長は、会議を非公開とすることができる。 

２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置

をとることができる。 

（議事録及び議事要旨） 

第６条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、部会長及び部会長の指

名した委員２人が署名するものとする。 

２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開する。ただし、公開することにより、個

人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当

に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見交換若しくは意思決定の中立性が損

なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事録の一部又は全部を非公開とするこ

とができる。 

３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 
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（報 告） 

第７条 部会長は、専門部会が議決を行ったときは、和歌山地方最低賃金審議会会長に

報告するものとする。 

（雑 則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、専門部会の

議決に基づいて行う。 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 

（附 則） 

 この規程は平成２０年８月１２日から施行する。 

 

 一部改正 令和元年８月１日 



（案） 
 

和歌山県最低賃金審議会 審議予定（最短モデル） 

 

７月１日（水）  9:30～ 公益委員会  （場所アバローム紀の国） 

10:00～ 第１回審議会 （場所アバローム紀の国） 

     ・運営規程確認 

     ・県最賃改定諮問、専門部会の設置 

・中央最低賃金審議会から目安答申 

７月27日（月）  9:30～ 第２回審議会 （場所和歌山労働局） 

            ・関係労使からの意見陳述 

            ・中央最低賃金審議会からの目安答申の伝達 

            ・特定最賃の改正決定の必要性の諮問 

11:00～  第１回専門部会（場所和歌山労働局） 

     ・部会長、部会長代理の選出、運営規程の確認 

      ・専門部会の運営、日程調整等 

     ・生活保護との整合性 

     ・金額審議に向けての意見交換等 

７月30日（木） 10:00～  第２回専門部会（場所和歌山労働局）  

８月３日（月） 10:00～  第３回専門部会（場所和歌山労働局） 

８月４日（火） 10:00～  第４回専門部会（場所和歌山労働局） 

８月５日（水） 10:00～  第５回専門部会（場所和歌山労働局） 

                          （10月１日発効ライン） 

（専門部会はいずれかの日で結審すれば以降の専門部会は開催しない。） 

13:00～  第３回審議会（場所和歌山労働局 全会一致で審議会令 

６条５項適用の場合は開催しない） 

・和歌山県最低賃金改正答申 

 ８月５日答申の場合の最短日程 

８月20日（木） 異議申出締切日 

８月21日（金） 第４回審議会（異議審）（場所和歌山労働局） 

    午後２時までに官報公示文送付 

９月１日（火） 官報公示 

10月１日（木） 効力発効 

 

 10月 特定最賃専門部会（県最賃結審後に提案） 
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　〇 若年単身　→　生活保護基準では18～19歳・単身世帯

　〇 和歌山の場合

（１）生活扶助基準（平成30年度)

①　第１類費＋第２類費（冬季加算を除く）

　第１類費及び第２類費の合計の人口加重平均を求めると

（ 71,680 円 × 364,154 人 + 67,470 円 × 415,403 人

＋ 65,080 円 × 184,022 人 ) ÷ 963,579 人

（１円未満四捨五入せず）

②　第２類費のうち冬季加算（１か月平均）

　和歌山においては、11月から３月まで月額2,580円支給されるので、

　月平均を算出する。

2,580 円 × 5 ÷ 12 ＝ 1,075 円

③　期末一時扶助費（１か月平均）

　級地別の期末一時扶助費（１か月平均）

12,640 円 × 1 ÷ 12 ＝ 1,053.3… 円

（１円未満四捨五入せず）

11,390 円 × 1 ÷ 12 ＝ 949.1… 円（同上）

10,760 円 × 1 ÷ 12 ＝ 896.6… 円（同上）

（ 1,053.3… 円 × 364,154 人 + 949.1… 円 × 415,403 人

＋ 896.6… 円 × 184,022 人 ) ÷ 963,579 人

978.5… 円 （１円未満四捨五入せず）

　生活扶助基準（１類費＋２類費（冬季加算込み）＋期末一時扶助費）

　２級地－１

　３級地－１

　３級地－２

＝

＝ 68,604.5… 円

和歌山労働局　賃金室

（生活保護及び最低賃金は平成30年度のデータを使用）

生活保護と最低賃金の比較の計算方法について

364,154  人

 人184,022

Ⅰ　前提

　　・県内級地別人口　→　２級地－１：

　　・冬季加算地区　　→　Ⅵ区

963,579  人

　　　　※平成27年国勢調査（人口等基本集計）による市町村別の人口

Ⅱ　生活保護

　　　　　　　　　　　　　３級地－１：

　　　　　　　　　　　　　３級地－２：

　　　　　　　　　　　　　　　計　　　

415,403  人
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　＝ ①＋②＋③

　＝ 68,604.5… + 1,075 + 978.5… ＝ 70,658.1… 円

（１円未満四捨五入せず）

（２）住宅扶助実績値（平成30年度)

　　単身被保護世帯数　→　和歌山市：

　　　　　　　　　　　　　和歌山（和歌山市を除く）： 4,031 世帯

　　　　　　　　　　　　　計 10,248 世帯

　　住宅扶助実績値　　→　和歌山市： 26,275.4 円

　　　　　　　　　　　　　和歌山（和歌山市を除く）： 15,670.3 円

　　　※１　平成30年被保護者調査年次調査（個別調査）第3-10表により示される和歌山県内の

　　　　　単身被保護者世帯数及び同世帯１世帯当たり住宅扶助の値。

　　　※２　上記の単身被保護世帯数には、住宅扶助を支給されていない世帯も含まれている。

（ 26,275.4 円 × 6,217 世帯 + 15,670.3 円 × 4,031 世帯 )

÷ 10,248 世帯 ＝ 22,103.9… 円 （１円未満四捨五入せず）

（３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値

　　　以上（１）、（２）から、

　　　　生活扶助基準＋住宅扶助実績値 ＝ 70,658.1… + 22,103.9…

92,762 円（１円未満四捨五入）

　　時給803円（平成30年度和歌山県最低賃金額）で月173.8時間（週40時間）

　働いた場合の１か月の収入（手取額）は、

803 円 × 173.8 時間 × 0.818 ＝ 114,161 円

　　　※　0.818は、時間額761円で月173.8時間働いた場合の税・社会保険料を考慮した可処分所得の

　　　　総所得に対する比率。

　　したがって、生活保護と最低賃金との差額は、

　　　生活保護－最低賃金（手取額）＝ 92,762 - 114,161 ＝ △21,399 円

　であり、この差額を173.8時間で割って１時間当たりとし、0.818で割って

　手取額から額面に換算すると、

△21,399 円 ÷ 173.8 ÷ 0.818 ＝ △151 円 （１円未満切上げ）

　となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。

＝

Ⅲ　最低賃金との比較

6,217 世帯
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（和歌山全県） （令和元年６月に実施した最低賃金に関する基礎調査結果による。）

和歌山県最低賃金（改定前803円・改定後830円）　　　

未満率 影響率 未満率 影響率 未満率 影響率

「食料品」・「飲料・たばこ・飼料」製造業 Ｅ０９、Ｅ１０ 0.0 32.9 0.0 25.8 0.0 26.3

繊維工業 Ｅ１１ 0.0 23.5 1.7 44.8 0.0 0.0

「木材・木製品」・「家具・装備品」製造業 Ｅ１２、Ｅ１３ 3.1 15.6 1.3 13.8 0.0 0.0

パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷・同関連業 Ｅ１４、Ｅ１５ 3.2 6.5 0.0 23.6 0.0 13.0

プラスチック製品製造業 Ｅ１８ 0.0 29.6 1.6 25.6 0.0 6.7

鉄鋼業（産別最賃適用業種を除く。）、「非鉄金属」・「金属製品」
製造業

Ｅ２２～Ｅ２４（Ｅ２２１～
Ｅ２２４を除く。）

8.6 10.3 1.4 1.4 0.0 0.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業、「はん用」・「生産用」・
「業務用」・「電気」・「情報通信」・「輸送用」機械器具製造業

Ｅ２５～Ｅ３１ 0.0 5.0 0.0 1.9 4.1 6.9

上記以外の製造業
その他の製造業

Ｅ３２、
Ｅ１６～Ｅ１７、
Ｅ１９～Ｅ２１

0.0 0.0 0.0 5.4 0.0 1.9

新聞業、出版業 Ｇ４１３，Ｇ４１４ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

卸売業 Ｉ５０～Ｉ５５ 6.6 6.6 0.0 3.2

小売業（特定最賃適用業種を除く。）
Ｉ５６～Ｉ６１
（Ｉ５６１を除く。）

1.4 15.6 0.0 8.1

学術研究，専門・技術サービス業 Ｌ７１～Ｌ７４ 0.0 2.6 0.0 0.0

宿泊業 Ｍ７５ 3.0 24.2 0.0 24.2

飲食サービス業 Ｍ７６、Ｍ７７ 0.0 30.0 0.0 12.5

生活関連サービス業，娯楽業（下記の生活関連サービス
業，娯楽業を除く。）

Ｎ７８（Ｎ７８１～Ｎ７８３
を除く。）～Ｎ８０

0.0 9.7 0.0 13.2

洗濯業 Ｎ７８１ 0.0 52.5 0.0 0.0

理容業、美容業 Ｎ７８２、Ｎ７８３ 0.0 17.6 0.0 0.0

医療業 Ｐ８３ 0.0 6.0 0.0 2.4

社会保険・社会福祉・介護事業 Ｐ８５ 0.0 3.4 0.0 4.3

サービス業（他に分類されないもの）（下記のサービス業を
除く。）

Ｒ８８～Ｒ９５（Ｒ９２２、
Ｒ９２３を除く。）

1.6 3.2 0.0 8.9

建物サービス業 Ｒ９２２ 0.0 10.7 0.0 13.8

警備業 Ｒ９２３ 0.0 0.0 0.0 46.8

特定最低賃金

0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.9

0.0 71.4 0.0 30.7

・影響率は、支払われている賃金額が改定後の最低賃金額までに引上げる必要のある労働者の比率。
・「０」の表示は、提出のあった調査票においては、最低賃金の影響を受ける労働者が存在しなかったもの。

Ｐ　医療，福祉

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）

Ｎ　生活関連サービス業，娯楽業

10～29人

Ｅ　製造業

Ｇ　情報通信業

Ｉ　卸売業，小売業

Ｌ　学術研究，専門・技術サービス業

M　宿泊業，飲食サービス業

・未満率は、支払われている賃金額が改定前の最低賃金額に満たない労働者の比率。

鉄鋼業（改定前921円・改定後948円） Ｅ２２１～Ｅ２２４

百貨店，総合スーパー（改定前830円・改定後850円） Ｉ５６１

１０～２９人１～９人 ３０～９９人

５０～９９人 １００人～

最低賃金改定による未満率と影響率一覧表

業　　　　　種       産業分類 １～９人 30～99人
事　業　所　規　模

（単位：％）



㊢ 
令和元年８月５日 

 

 

和歌山地方最低賃金審議会 

      会長 冨山 信彦  殿 

 

                       和歌山地方最低賃金審議会 

                       和歌山県最低賃金専門部会 

                           部会長 冨山 信彦 

 

和歌山県最低賃金の改正決定に関する報告書 

 

 当専門部会は、令和元年８月１日、和歌山地方最低賃金審議会において付託された和歌

山県最低賃金の改正決定について、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙１のとおりの結論

に達したので報告する。 

 また、別紙２のとおり平成２０年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成２０年度地

域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデータにより比較

したところ、平成２９年１０月１日発効の和歌山県最低賃金（時間額７７７円）は、平成

２９年度の和歌山県の生活保護水準を下回っていなかったことを申し添える。 

 なお、今回の答申に当たっては、和歌山県最低賃金の改正が中小企業・小規模事業者に

与える影響が大きくなっていることを踏まえ、 

中小企業・小規模事業者の賃金支払に関し、公正な取引慣行の構築、関係法令遵守のた     

めの相談窓口の周知を図るよう関係機関が努めること 

中小企業・小規模事業者の経営力強化、生産性向上に関する取組が促進されるよう、国

の支援措置の改善及び拡充に努めること 

を要望する。 

 

 本件の審議に当たった専門部会の委員は下記のとおりである。 

               

記 

 

公益代表委員    岡 田 真理子     冨 山 信 彦    本 田 壽 秀 

 

労働者代表委員   裏 野 勝 也     澤 井 知 博   濵 地  正 由 

 

 使用者代表委員   永 井 慶 一    野 田 孝 雄   原     康 雄  

 

                                                          (五十音順) 
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㊢ 
別 紙 １ 

 

和歌山県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

 

  和歌山県の区域 

 

２ 適用する使用者 

  

  前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

 

  前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

  １時間 ８３０ 円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生の日 

 

  令和元年１０月１日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



㊢ 
別 紙  ２ 

 

 

和歌山県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 和歌山県最低賃金 

 (1) 件   名  和歌山県最低賃金 

 (2) 最低賃金額  時間給 ７７７ 円 

 (3) 発 効 日  平成２９年１０月１日 

 

 

２ 生活保護水準者 

 (1) 比較対象者   

   １２～１９歳・単身世帯者 

 

 (2) 対象年度 

   平成２９年度 

 

 (3) 生活保護水準（平成２９年度） 

   生活扶助基準(第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費)の和歌山県内人口加重  

平均に住宅扶助の実績額を加えた金額(９２，０８１円)。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の(2)に掲げる金額の１箇月換算額(註)と上記２の(3)に掲げる金額と比較す

ると和歌山県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

(註)１箇月換算額 

  ７７７円(和歌山県最低賃金)×１７３．８(１箇月平均法定労働時間数) 

  ×０．８２３(可処分所得の総所得に対する比較※)＝１１１，１４０円 

 

  ※ 平成２９年度の地域別最低賃金額の最低額７３７円で１７３．８時間働いた場合

の平成２９年度の税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比率 

 

 

 

 

 


